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ある大学街サラマンカで採択されたのは 1994 年 6 月1。それから 12 年の歳
月を経て国際連合（国連）で障害者の権利に関する条約（以下、障害者権利
条約）」が 2006 年 12 月 13 日に採択され、2008 年 5 月 3 日に国際条約とし
て発効した。 
 日本は第一次安倍晋三内閣時の 2007 年 9 月に署名したものの、国内法と
の整合性を図る必要から批准は遅れた。2009 年 9 月発足の民主党を中心と
する連立政権が成立してすぐ、政府は「障がい者制度改革会議」2 を同年 12
月 15 日に立ち上げ、翌年の 1 月に第一回会合を開催し、以後、徹底した論
議を行った。それに基づく国内法改正や新法制定をへて、2014 年 1 月 20 日
に第二次安倍内閣がようやく批准し、同条約は 2 月 20 日に日本でも発効し
た。 
                                                          




（文部省教育課程専門官）、鈴木陽子（早稲田大学教授）の 4 人であった。 





同会議は 2012 年 7 月 24 日廃止 























                                                          



































                                                          
7 http://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=15847 
&LangI%0AD=E 
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11 2015 年 12 月 10 日時点での情報によると、国連の障害者権利委員会は第 24 条の解
釈草案について 2016 年 1 月 5 日までに新たな意見を求めている。（筆者の加入してい
る公教育計画学会でも意見を 1 月 5 日に送付した。） 
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12 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/044/attach/1321668.htm 
13 初出は『福祉労働 第 74 号』（現代書館、1997 年）で、再録は 嶺井正也他『イン
クルーシヴ教育に向かって』八月書館、2008 年。 





























                                                          
14 http://www.nise.go.jp/kenshuka/josa/kankobutsu/pub_d/d-265/d-265_all.pdf  
インクルーシブ（包摂共生）教育の国際動向～概念を中心に～ 









を推進するために、1994 年 6 月 7 日からここスペインのサラマンカに 92






























える子ども中心の普通学校（regular schools which should 
accommodate them within a childcentred pedagogy）にアクセ
スしなければならない。 





















のある子も通える学校である。これはごくごく常識的な捉え方である。   
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ンクルージョン 初等後教育の指針（Inclusion of Students with Special 










                                                          
17 Mel Ainscow “Understanding the development of inclusive education system” 
http://www.investigacion-psicopedagogica.org/revista/articulos/7/english/Art_7_109


































































21 Simona D!Alessio, “Inclusive Education in Italy   A Critical Analysis of the 
Policy of Integrazione Scolastica”, Sense Publishers, 2011, 27pp 
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22 同上 














シブ教育研究センター（Centre for Study on Inclusive Education）」23 の主
張が典型的である。 
 なお、世界保健機構（WHO）と世界銀行（WB）が 2011 年に出した『世





である。このモデルでは、「『もっとも制約の少ない環境（the least restrictive 
environment）』25 という原理に基づいて、特別学校又は特別センター、統合
学校（integrated schools）内の特別学級、あるいは主流学校内の普通学級
（regular classes in mainstream schools）といった幅の広い場での教育が
                                                          
23 イングランドのチャリティ団体。同団体が出した出版物については拙訳『障害児と共に
学ぶ（”Inclusive education. A framework for change. National and international 
perspectives”』などがある。 
24 http://whqlibdoc.who.int/publications/2011/9789240685215_eng.pdf?ua=1。2015
年 3 月 27 日確認 
25 アメリカで使われる用語 
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2003 年に「ヨーロッパ特別ニーズ教育発展機構（the European Agency for 
Development in Special Needs Education）」28 の文書「ヨーロッパの特別
ニーズ教育：論点の公表（Special Needs Education in Europe  THEMATIC 
PUBLICATION）」や「インクルーシブ教育と教室での実践（Inclusive 







                                                          
26 “World Report on Disability”, 209pp. 
27 Ibid, 209・210pp 
28 1996 年に創設された同機構は 2014 年に「ヨーロッパ特別ニーズ及びインクルーシ
ブ教育機構（The European Agency for Special Needs and Inclusive Education）へ
と名称を変更している。 
29 D’Allessio 25pp. 





























                                                          
30 http://www.nginet.or.jp/news/opinion/20100303_kyouikukaikaku.html 
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31 茂木俊彦『障害児教育とノーマライゼーション』全障研出版部､1996 年などを参照｡ 














教育にとって大きな衝撃となったのは 1994 年 6 月にスペインのサラマン
















































ている。同書では ”inclusive education” を「包括教育」と訳している。 




























                                                          
34 前出『『世界の特別支援教育（22）』98、99 頁 
35 OECD「教育における公平：障害、困難及び不利のある生徒（Equity in Education: 
Students with Disabilities, Learning Difficulties and Disadvantages）」． 
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〔 165 〕 
の名実を確かなものにする必要がある、ということである。引用されている
2004 年の文書でも「公正さとインクルージョンの欠落こそが学校教育失敗
（school failure）をもたらすのであり、若者の 5 人に１人が後期中等教育を
終える前に脱落する事態を生み出す」と指摘している。 
 ほぼ同時期の 2003 年の OECD が 2003 年に出した、日本を含む OECD 加


















 2007 年に出した「もはや失敗はない：教育における公平さへの 10 段階」38
においても明確にインクルージョンを位置づけている（下線 引用者）。 
                                                          
36 “Education Policy Analysis - 2003 Edition” 
http://www.oecd.org/edu/school/educationpolicyanalysis-2003edition.htm 
37 DIVERSITY,INCLUSION AND EQITY:SPECIAL NEEDS PROVISION 
http://www.oecd.org/edu/school/26527517.pdf 
38 No More Failures: Ten Steps to Equity in Education - OECD 
http://www.oecd.org/edu/school/39676364.pdf 
































〔 167 〕 
３）障害者インターナショナル（DPI） 
 ほぼこれに類したものに、DPI（Disabled Peoples' International）のとら
え方がある。DPI は 1981 年に結成された国際的な当事者団体である。DPI
が 2009 年にまとめた「インクルーシブ教育に関する見解（DPI  Position 
























                                                          
39 http://www.dpi-europe.org/inclusive-education-an/dpipositionpaperoninclusive.pdf 
































































 しかし II 自身は「障害者の権利条約は分離学級や分離学校の提供を「違法」
とはしていないということで私たちは同意しているが、そのような選択肢は
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好ましくなく、また世界の大半においては経済的に実行不可能であると信じ
ている」との立場にたっている。 



















取り上げよう。ユニセフが 2013 年 5 月に出した『世界子ども白書 2013（THE 
STATE OF THE WORLD’S CHILDREN 2013）』の特集は障害児である。 
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46 同連盟のことについては http://www.allfie.org.uk/を参照のこと。 
47 http://www.allfie.org.uk/pages/about/aboutindex.html#principles 
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 ”What is inclusive education ?” でネット検索して最初に出てくるのが、
カナダ西部の州であるブリティッシュ・コロンビア州の ”Inclusion BC” の
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51 http://www.inclusionbc.org/our-priority-areas/inclusive-education/what-inclusive- 
education 























＊本稿は、平成 26 年度 専修大学中期研究「タリアにおける包摂共生教育
制度の成立と展開」による成果の一部も踏まえている。 
                                                          
52 内閣府調査「平成 26 年度障害者の権利に関する条約の包括的な最初の報告の検討
プロセスに関する国際調査報告書」 
